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質問に答える田辺市長

静岡市のココが聞きたい

　平成27年12月２日、３日、４日の３日間、21人の
議員が総括質問を行いました。
　質問の一部を抜粋してお知らせします。

総 括 質 問

特別自治市への思い
　　　　市長は、特別自治市の実現に向けて
どう取り組んでいくのか。
　　　　市民に一番近い基礎自治体へ権限・
財源を集め、自立させていくというのが地方
分権の理念であり、特別自治市の実現はその
究極の姿である。
　一方、大都市制度改革に関する議論は、国
全体の地方自治のあり方を見直すものであり、
法改正も要することから、十分な議論が必要
であると認識している。
　そのため、特別自治市の実現可能性につい
ての結論ばかりを急ぐのではなく、幅広い見
地から議論を深める一方、現行制度の下で周
辺市町と広域に連携し、将来に向けて解決の
道筋をつけていくことが重要である。

質 問

答 弁

人口減少対策への思い
　　　　市長２期目を迎え、人口減少対策にど
のように取り組むのか、決意と覚悟を問う。
　　　　２期目と同時にスタートした３次総
では、目標に｢2025年の総人口70万人の維持｣
を掲げ、市立幼稚園・保育園の認定こども園
への一斉移行、育休退園の廃止、小中一貫校
の導入、移住支援センターの開設など、様々
な対策をこの半年間で矢継ぎ早に実施してき
た。また、10月に策定した静岡市総合戦略に
は、今後５年間で集中的に取り組む事業を登
載し、人口減少対策を一層加速させる決意を
固めたところである。人口減少対策はすぐに
効果が表れるものではないが、２期目最終年
には、目標の達成に向けた土台が出来上がっ
ていることを目指し、オール静岡の協力体制
を整え、決意と覚悟を持って取り組みたい。

質 問

答 弁

県都構想による市民サービス等への影響
　　　　県都構想は、静岡市が一元的に行っ
てきた事務を特別区が分割して行うことから
市民サービス後退につながるもので、また、
事務配分や調整に要する費用が生じることや、
特別区間の財源調整のため静岡県が税収を吸
い上げることなどから財源への影響を及ぼす
ものにならないか。
　　　　県都構想に関する事務配分や税財源
配分等の具体的な内容が示されていないが、
特別区が設置されている東京都の例を本市に
当てはめて考えると、特別区が担う事務権限
は、現在の本市が持つものよりも縮小するこ
とから、県都構想が住民サービスや財源の後
退につながるのではないかという懸念もあり
得る。

質 問

答 弁

政府関係機関の移転
　　　　地方創生における政府関係機関の本市へ
の移転について、その概要と今後のスケジュール
を聞きたい。
　　　　平成27年８月「海洋研究開発機構」及
び「水産総合研究センター」の一部移転につい
て、県と連携して提案した。
　提案後は官民連携して積極的に国、政府関係
機関、関連企業に働きかけを行った。この結果、
本市提案の２機関は現在も国の検討候補に残っ
ている。
　今後は、平成27年12月の国における有識者会
議の評価を経て、平成28年３月に最終的な移転
候補機関が決定される予定であるため、本市が
我が国の海洋研究や海洋産業の中心地となるよ
う、引き続き積極的に働きかけを行う。

質 問

答 弁

　本市の特性に応じて適切に人口減少に対
応していくことを目的に、潤いある豊かな
生活を安心して営むことができる地域社会
の形成などに関し、５箇年の目標や施策の
基本的方向等をまとめた戦略。

静岡市総合戦略

語 句 説 明

待機児童ゼロの実現に向けて
　　　　私立幼稚園の認定こども園への移行
が進んでいないと聞いているが、30年度に年
間を通じて待機児童ゼロという目標の達成に
向け、今後どのように取り組んでいくのか。
　　　　市立園全園のこども園への移行をはじ
めとする認定こども園の推進や、市独自の待機
児童園の整備等に取り組んできた本市は、この
ほど「日経ＤＵＡＬ」で発表された「共働き子
育てしやすいまちランキング2015」地方都市編
で第１位となった。
　静岡市子ども・子育て支援プランでは、27～
29年度に3,080人分の教育・保育の量の拡大を行
うとしており、私立幼稚園の認定こども園への
移行についても、引き続き強力に支援していく。
　これらにより、30年度には年間を通じての待
機児童の解消が実現できるよう取り組んでいく。

質 問

答 弁

日本平の夜景名所づくり
　　　　日本平の夜景は重要な観光資源にな
ると考えるが、現在の取組と今後の活用方法
をどのように考えているか。
　　　　日本平の景観は訪れる多くの観光客
を魅了しているが、その夜景については、市
外に向けた情報発信が不十分な状況にある。
このような中、民間事業者による日本平観光
組合では、日本平の夜景を活用していくため
に、素晴らしい夜景を観光資源として位置付
けブランド化を図る「日本夜景遺産」への登
録を目指している。
　本市としても、ビュースポットにおける樹
木の剪定を行うなど日本平の美しい眺望の保
全に努めてきた。今後は、観光パンフレット
やホームページでのＰＲなどを民間事業者と
連携・協力して行い、広く情報発信していく。

質 問

答 弁

市職員のメンタルヘルス対策
　　　　職員のワーク・ライフ・バランス実
現に不可欠な職場のメンタルヘルス対策をど
う行っていくのか。また、メンタルヘルス不
調を未然に防ぐ取組であるストレスチェック
をどう活用していくのか。
　　　　メンタルヘルス対策として、第２期
静岡市職員の心の健康づくり計画に基づき、
職員及び管理監督者への知識啓発を図り、職
員からの相談に随時対応できる体制を整え、
適切な初期対応ができるようにしている。
　本市では平成27年６月に正規職員を対象と
したストレスチェックを行い、希望者には面
談を実施した。これを踏まえ、周知方法等の
取組を再検討するほか、検査結果の集計分析
を職場環境の改善に活用していくよう検討し
ている。

質 問

答 弁

人事評価の分限制度への活用
　　　　地方公務員法の改正を踏まえ、今後、
人事評価をどのように分限制度に活用してい
くのか。
　　　　今回の地方公務員法の改正により、
分限免職または分限降任を行う事由の一つと
して規定されていた「勤務実績が良くない場
合」が「人事評価又は勤務の状況を示す事実に
照らして、勤務実績がよくない場合」へと改
正され、分限事由が明確化されたところである。
　現在、本市では、分限免職または分限降任
を行う場合の手続きを要綱で定めているが、
今回の法改正を受け、分限処分を検討する際の
判断基準に人事評価結果を考慮する等の要綱
改正を行い、28年度から適用していく予定であ
る。

質 問

答 弁

消防団員の確保策
　　　　消防団員確保のための市の取組状況
と今後の対策を問う。
　　　　これまで、新入団員の確保に向けて
広報活動の強化を行う一方、退団者の抑制に
向けた消防団行事の見直し等、団員の負担軽
減を行ってきた。
　28年度は、新たに次の３つの対策に取り組
みたい。①事業所での入団促進説明会の開催
や本市新規採用職員の消防団活動体験の実施
②報酬等の見直しによる団員の処遇改善の検
討③市外から通う学生の入団を認める条例改
正や社会活動に貢献したことを示す学生消防
団活動認証制度の導入。これらにより、団員
がやりがいや達成感を得られるとともに、市
民が消防団活動という社会活動に参加しやす
い環境づくりに努めていく。

質 問

答 弁

日本平動物園の入園券販売方法
　　　　日本平動物園への来客を他の施設へ
回遊させ、また、より一層の誘客を図るため、
他施設との共通利用券の導入など動物園の入
園券の販売方法を多様化する考えはあるか。
　　　　近隣施設との連携や多様な入園券販
売が必要であるとの認識から、26年度に県立
美術館と連携し共通券販売の社会実験を行い、
一定の効果を得るとともにノウハウを蓄積した。
　今後は、さらなる集客増加策のひとつとし
て、旅行代理店との団体ツアーの造成や広告
効果の高いコンビニエンスストアでの取扱い
など、販売チャンネルの多様化に向け、制度
を構築していきたい。

質 問

答 弁

　農地法に基づく農地転用等の許認可事務
を行うほか、法改正により農地集積や耕作
放棄地の発生防止等への対策が任意業務か
ら法定業務となった。これに合わせ、農業
委員の選出方法などが改正された。

農業委員会制度の改正

語 句 説 明

　一般職の公務員で勤務実績がよくない場
合や、心身の故障のため職務の遂行に支障
があり、または、これに堪えない場合など
その職に必要な適格性を欠く場合等におい
て、公務能率の維持及びその適正な運営の
確保の目的から行われる処分。

分限処分

語 句 説 明

　「お茶が育む幸せな生活」が静岡市で永
く続くことを目的とした計画で「世界中の
だれもがあこがれるお茶のまち」を目指す
姿とする。
　産地戦略、イメージ戦略及び普及戦略か
らなる「お茶のまち静岡市のブランディグ」
を戦略の軸に据えている。

茶どころ日本一計画（平成22年３月策定）

語 句 説 明

　基礎自治体として、自己完結性を高め、
自立した都市経営を進めるために、真に広
域的な対応が必要と考えられる事務を除き、
市域内において地方が担うべき事務のすべ
てを担うこととして構想されている都市。

特別自治市

語 句 説 明

　川勝平太静岡県知事による構想で、静岡
市を廃し、葵区、駿河区、清水区を基礎自
治体である特別区として新たに設置すると
いうもの。

県都構想

語 句 説 明

桜ヶ丘病院の移転問題
　　　　桜ヶ丘病院の移転は、従来の計画ど
おり清水区大内新田を移転先として進めるべ
きと考えるが、清水桜が丘公園への移転を求
める意見もあると聞く。他都市の例も踏まえ、
桜が丘公園への移転可能性をどう考えるか。
　　　　他都市においては、代替地を十分な
規模で確保することを前提に、2ha以上の近隣
公園の一部を病院建設用地として転用する都
市計画決定の変更を検討した例もある。
　清水桜が丘公園は、昭和41年の供用開始以
来、多くの市民の皆さんに利用される清水区
を代表する重要な公園である。
　このため、公園から他の用途への転用は、
都市計画決定の変更など、多くの課題がある
と認識している。

質 問

答 弁

新たな農業委員会制度
　　　　新農業委員会制度への期待と、委員
定数についての考え方を問う。
　　　　法定業務に加わった農地集積や耕作
放棄地に関する業務を担うため、農地利用最
適化推進委員を新たに設置することとなった。
　推進委員は、農業委員の作成する指針に基
づき農地集積・集約化等に取り組むほか新規
参入者の促進に努める。これにより農地の集
積化や担い手確保が進むものと期待している。
　さらに、農地中間管理機構や農業協同組合
等と連携した取組により、農地利用の最適化
に大きな成果が生まれるものと考えている。
　また、委員定数は法定上限未満ではあるも
のの、農業委員会全体では従来の44人体制が
57人体制となるため、組織の機能は強化され
ると考えている。

質 問

答 弁

能島雨水ポンプ場の建設計画
　　　　能島雨水貯留施設の敷地内に建設が
予定されている能島雨水ポンプ場の目的、計
画内容、今後のスケジュールを問う。
　　　　能島雨水ポンプ場は、流域の浸水被
害を軽減することを目的に、巴川の支流であ
る和田川とその支流である大内川との合流点
への建設を予定しているものである。
　本年度、基本設計に着手したところであり、
詳細は未定であるが、排水面積71ha、時間雨
量67㎜に対応するため、排水量毎秒約10㎥の
ポンプ施設整備を計画している。
　事業スケジュールについては、29年度に詳
細設計を実施し、31年度の工事着手を目指す。
　今後も、地元説明会などで住民の皆さんの
ご意見を伺いながら事業を進めていく。

質 問

答 弁

小中学校における教育環境の向上
　　　　29年度から教職員定数や学級編制基
準などを市が定められるようになるが、今後
の教育環境の向上に向けた取組方針を問う。
　　　　第２期静岡市教育振興基本計画の教
育施策の方向性のひとつ「知・徳・体のバラ
ンスがとれ、社会の変化にも対応できる力を
持った子どもたちを育てる」を踏まえ、教育
環境の向上に取り組むことが重要である。
　そのためには、少人数学級編制の良さを今
後も引き継ぐなど、教員が一人ひとりの子ど
もと向き合うことができる環境を整えていく
ことが必要だと考えている。
　移譲される権限を生かし、各学校の実情に
応じた教員の適正配置に努め、きめ細やかな
指導体制の充実が図れるよう検討していく。

質 問

答 弁

小中学校の施設改善に向けて
　　　　近年、夏場は非常に暑く感じる日が
多いことから、教育環境の充実に向け、教室
における空調設備の整備検討が必要になると
考えるが、温度等の実態を把握する予定はあ
るか。
　　　　各学校において、学校保健安全法に
基づく教室内の温度測定は実施しているが、
夏の暑い時期などの一定期間に条件を統一し
て測定したデータはない。しかし、夏場の厳
しい教育環境を考えると教室内の温度等の実
態を把握し、空調機の導入も検討する必要が
あると考える。
　そのため、28年度中に条件を統一したうえ
で各学校の教室内における一定期間の温度変
化を測定し、教育環境の改善に向けた検討の
資料としてまとめたい。

質 問

答 弁

茶どころ日本一計画
　　　　茶どころ日本一計画の実現に向け、
生産者支援などをどのように考えているのか。
　　　　生産者には、小規模な園地改良等に
よる茶園基盤整備、共同管理機械等の導入促
進等による茶園共同管理の推進、生産性の低
い茶園を他の農作物用に転換する茶の補完作
物の導入事業などへの支援を行い、生産性向
上と経営の安定化を図っていく。
　また、国内の茶葉消費が減少傾向にある一
方、海外では和食文化への関心が高まってい
ることなどから、海外への販路拡大を視野に、
積極的に輸出に取り組む茶業者への支援を行
っていく。
　この他、水出し緑茶の普及、飲用以外の茶
葉の新しい利用方法の提案などにポイントを
置き、今後の消費拡大策を進めていく。

質 問

答 弁

市の組織体制
　　　　市の組織体制における政策立案機能の
強化について、市長はどう考えているのか。
　　　　市の組織は、現在の重点取組や今後
の方向性等を端的に示すものであり、まさに
「組織は戦略に従う」と考える。そこで、今
年度は３次総の目指す都市像である「歴史文
化のまち」の実現に向け、観光交流文化局を
新設した。来年度は、「健康長寿のまち」の
実現に向け、保健福祉長寿局を新設したい。
　政策立案機能については、これまで、企画
局が核となり、各局との相互連携により、本
市の重要政策に果敢に取り組んできた。来年
度は、重要政策を迅速かつ柔軟に具現化する
機能や全庁一丸となった取組を推進する司令
塔としての機能がより一層発揮できるよう、
企画局の体制をさらに強化していく。

質 問

答 弁


